
１　主な取組の内容等

２　数値目標等

実績数値 実績数値 実績数値 実績数値 実績数値

現状値 目標値（R5） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R元 R2 R3 R4 R5

胃 4.4 40.0以上 現状より増加
平成30年度地域保健・健
康増進事業報告
（厚生労働省）

1.7 4.0 3.5 3.7 未確定

が ん 検 診 受 診 率 （ ％ ） 肺 4.8 40.0以上 現状より増加
平成30年度地域保健・健
康増進事業報告
（厚生労働省）

3.6 4.1 4.4 4.5 未確定

大腸 4.2 40.0以上 現状より増加
平成30年度地域保健・健
康増進事業報告
（厚生労働省）

3.6 4.0 4.3 4,3 未確定

子宮頸 11.6 50.0以上 現状より増加
平成30年度地域保健・健
康増進事業報告
（厚生労働省）

11.8 11.9 12.7 13.3 未確定

乳 11 50.0以上 現状より増加
平成30年度地域保健・健
康増進事業報告
（厚生労働省）

11.4 11.2 11.5 12.1 未確定

喫 煙 率 （ ％ ） 　（全道値） 22.6 12.0以下 現状より減少
令和元年国民生活基礎調査
（厚生労働省）

22.6 調査未実施 調査未実施 20.1 未確定

男性 119.4 全国平均以下 現状より減少

平成28年度
「人口動態統計」（厚生労働省）
「道南地域保健情報年報」
より算出

214.1 212.1 225.6 未確定 未確定

女性 82.9 全国平均以下 現状より減少

平成28年度
「人口動態統計」（厚生労働省）
「道南地域保健情報年報」
より算出

114.7 112.5 128.8 未確定 未確定

「南渡島地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　01  がんの医療連携体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

○がん予防の推進
　・　健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけることができるよう普
　 及啓発を行うとともに、学校におけるがん教育の支援を行います。
　・　 たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町、保健所や事業所などの身近なところで禁煙
　 支援を受けることができる体制の整備を促進します。
　・　受動喫煙を防止するために、公共施設を始め職場や家庭等における禁煙や適切な分煙を進
　 めます 。

・ 　がん征圧・がん検診受診促進月間におけるがん予防普及パネル展及び健康増
　進普及月間におけるパネル展の開催。
・ 　世界禁煙デー、禁煙週間パネル展の開催。
・　 北海道がん対策基金への協力。
・ 　小中高からの依頼による、がん診療拠点病院からの講師派遣。（25校）
・　 市民健康講座の開催。
・ 　市町の広報紙・ホームページ・パンフレット配布による正しい知識の普及啓発。

・ 　パネル展の開催や市町広報紙及びホームページでの広報等、がん予防に関
  する正しい知識と禁煙や生活習慣の見直しに向けた普及啓発を進める。
・　 禁煙支援や受動喫煙を防止するための体制整備を進める。
・ 　小中学生に対する出前講座の実施など未成年者に対する普及啓発を進める。

○がんの早期発見
　・　がん検診の受診率の向上に向け、企業とマスメディア等も活用した普及啓発を行います。
　・　がん検診と特定健診との一体的な実施を促進するとともに、検診の受診勧奨の取組を推進
　 するなど、受診率の向上を図ります。
　・　がん検診の精検受診率やがん発見率などの指標を分析し、精度の維持・向上を図ります。

・　 地方新聞を利用した広報事業の実施。
・ 　がん検診実施状況調査の実施と結果の情報提供。
・　 精密検査を実施している医療機関の一覧表の作成と管内市町への周知
・ 　渡島総合振興局内ホールでのがん検診に係るポスターの掲示やチラシの配布
　による啓発

・　 市町、関係団体等と協力し、がんの早期発見につながる検診受診の推奨とそ
  の普及啓発を進める。

全道値（4.0%）と同水準であるが、依然として受診率が低調で
あるため市町、関係団体等と連携し、受診率の向上に努め
る。

○がん登録の推進
　・　がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効果的に活用されるよう普
　 及啓発を行います。

・　 がん征圧・がん検診受診促進月間におけるがん予防普及パネル展の開催。 ・ 　患者会等や退院後の職場復帰に係る取組などの情報収集と活動の支援に努
　める。

○がん医療連携体制の整備
　・　がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院や北海道がん診療連携指定病院、その他のが
　 ん医療を行う医療機関、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関等
　 の関係者間の連携を促進し、診断から治療、緩和ケア、リハビリテーション、在宅医療に至るま
　 でのがん医療提供体制の整備を図ります。
　・　国が指定する小児がん拠点病院と地域の医療機関等は、小児・AYA世代のがん患者が適
　 切な治療や支援が受けられるよう、診療体制や機能等の情報を共有し、連携体制の構築に取
　 り組みます。
　・　がんと診断された時からの在宅を含む緩和ケアが推進されるよう、がん診療に携わる医師、
　 看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普及とともに、緩和ケア病床を有する医療機関
　 や在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携を促進します。
　・　道内の医育大学とも連携を図りながら、放射線療法や薬物療法、手術療法などのがん医療
　 を専門的に行う医師等の医療従事者の人材育成を促進します。
　・　国が指定するがんゲノム医療中核拠点病院等による、ゲノム医療の連携体制の構築に努め
　 るとともに、がんゲノム情報の取り扱いやがんゲノム医療に関する道民の理解を促進するため、
　 普及啓発に努めます。

・ 　函館・道南がん対策応援フォーラムへの出席。
・　 がん診療連携拠点病院及び北海道がん診療連携指定病院のがん相談を担当
　する職員達との情報交換会への参加。
・　 南渡島包括緩和ケアネットワーク（ＭＯＰＮ）主催による研修会の実施。
・ 　がん診療拠点病院による「緩和ケア研修会」及び「地域がん診療拠点病院講習
　 会」の開催。

・　 がん診療を行う病院や関係団体等から構成されるがん対策フォーラムやがん
  診療連携協議会へ参加し、市町、医療機関、関係団体等と連携強を進め、がん
　対策における総合的な取組を推進する。
・　 緩和ケアなど在宅医療の充実が図れるよう在宅療養支援診療所や医療・福祉
  関係者との連携強化に努める。
・ 　ゲノム検査により適用薬や治験、臨床試験適用に至っても、治療費の全額自己
　負担や都市圏への通院が必要となる場合などが多く、患者負担が多いため実治
　療に繋がらないケースがある。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和５年度の評価

全道値（5.0%）と比較して、受診率が低調であるため市町、関
係団体等と連携し、受診率の向上に努める。
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全道値（4.8%）と同水準であるが、依然として受診率が低調で
あるため市町、関係団体等と連携し、受診率の向上に努め
る。

全道値（16.3%）と比較して、受診率が低調であるため市町、
関係団体等と連携し、受診率の向上に努める。

全道値（13.9%）と比較して、受診率が低調であるため市町、
関係団体等と連携し、受診率の向上に努める。

全道値（20.1%)は全国平均（16.1%）と比較すると,、高い状況
にあるため、喫煙が及ぼす健康への影響等について、普及
啓発に取り組む。

が ん に よ る
75歳未満年齢調整死亡率(10万
人 対 ） （ 人 ）

全国、全道値と比較し、依然として高い状況にあるため、がんの早
期発見につながるがん検診、特定健診の受診勧奨の推進や診断、
治療から在宅医療までに至るがん医療提供体制の整備に努めま
す。

全国、全道値と比較し、依然として高い状況にあるため、がんの早
期発見につながるがん検診、特定健診の受診勧奨の推進や診断、
治療から在宅医療までに至るがん医療提供体制の整備に努めま
す。

資料３－２－２



１　主な取組の内容等

２　数値目標等

実績数値

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

特定健診の受診率（国保）（％） 27.1 60.0 現状より増加 28.0 26.9 27.0 28.1 未確定

22.1 60.0 現状より増加 40.1 37.8 31.0 37.1 未確定

24.7 12.0以下 現状より減少
平成28年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

22.6 調査中止 － 20.1 －

55.8 50.2 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

48.0 50.5 未確定 未確定 未確定

47.3 42.7 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

37.4 39.2 未確定 未確定 未確定

25.4 20.5 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

30.8 32.0 未確定 未確定 未確定

15.3 11.3 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

16.8 18.3 未確定 未確定 未確定

ア　予防対策の充実
　○　道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知す
   　るとともに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。
　○　高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙習慣が
あ
　　る者への支援を早期に開始し、脳卒中の発症予防に努めます。
　○　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

○　脳卒中発症時対応リーフレットの住民（市町）への配布
○　世界禁煙デー、禁煙週間パネル展の開催。
○　禁煙相談の実施や「禁煙外来」等を実施している医療機関の情報提供。
○　きれいな空気の施設登録数の増加。（令和6年4月末時点で103施設）
○　特定健康診査未受診者対策事業として、健診結果データ等のAI分析による対象者の特性に
　合わせた受診勧奨はがきの送付。（函館市、木古内町）
○　特定健康診査受診券の送付。40、50、60歳に無料クーポン券発行。全員にはがきによる受
　診勧奨。年度途中で未受診者へ再度勧奨。40～50台未受診者へ電話勧。（知内）
○　健診受診者へのインセンティブ提供の実施。（鹿部町）
○　集団検診の土日実施。個別健診の実施。特定保健指導は市内会場を設け実施し、実施機
　関に委託。（北斗市）
○　電話勧奨。40,45，50，55歳へオプション検査無料クーポン配布。特定保健指導で健診当日に
　初回面接実施、指導修了者へインセンティブ付与（函館市）
○　がん検診と併診の勧奨。土日の集団検診実施。医療機関の主治医からの個別健診受診勧
　奨。保険者を通じた受診勧奨。集団検診結果説明会を開始し、特定保健指導対象者への直接
　利用勧奨。（七飯町）

○　パネル展の開催等、受動喫煙防止に関する正しい知識と禁煙や生活習慣の見直し
　に向けた普及啓発に努める。
○　禁煙支援や受動喫煙を防止するための体制整備を推進する。
○　きれいな空気の施設登録を推進することにより受動喫煙の減少及び防止の意識を
　高めていく。
○　特定健診及び特定保健指導の受診率向上の取組を継続。
○　脳卒中の発症予防、発症時の早期受診、再発予防を中心とした重症化予防につい
　て、周知・啓発等の取組みを継続する。

「南渡島地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　02  脳卒中の医療連携体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（R５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

喫煙率（％） *1
管内の状況として、年々減少傾向となっている。継続して
喫煙者の減少に努める。

全道（17.2%）と比較し、若干高い割合となっているので、市
町、関係団体等と連携し、有所見者の減少に努める。

イ　医療連携体制の充実
　○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、維持期
医
　　療の各期における、医療機関及び関係団体の取り組みを促進します。
　○　急性期から回復期、維持期まで切れ目なく適切な医療（リハビリテーショ
　　ンを含む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した
患
　　者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏域連携推進会議等を活用し、
関

○　道南脳卒中地域連携協議会との連携
〇　北海道医療計画推進のための医療機関名の取りまとめ
○　地域連携クリティカルパス発行件数185件
○　ICTの活用では、函館市における医療・介護連携情報共有ツールとして「ID-Link」により患者
　情報等を共有している。

○　地域連携クリティカルパスを運用する道南脳卒中地域連携協議会と連携し、医療連
　携体制に係る課題や状況の把握に努める。
○　ICTの活用により医療・介護の患者情報共有を円滑に行っていく。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和５年度の評価

特定健診受診率
特定保健指導実
施率（％）

特定健診保健指導法
定報告
（平成28年度）

徐々に受診率は上がっているものの、全道値（29.7%）を若
干下回っている。市町、関係団体等と連携し、継続して受
診率の向上に努める。

特定保健指導の実施率（国保）（％）
徐々に受診率は上がっているものの、全道値（39.5%）を下
回っている。市町、関係団体等と連携し、継続して実施率
の向上に努める。

＊１　各市町単位及び南渡島圏域単位でのデータ把握が困難なため、全道値を掲載

＊２　令和２年度の全道値が最新
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特定健診有所見
者割合（％）*2

健診における収縮期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【男性】

全道（44.5%）と比較し、高割合となっているので、市町、関
係団体等と連携し、有所見者の減少に努める。

健診における収縮期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【女性】

全道（33.8%）と比較し、高割合となっているので、市町、関
係団体等と連携し、有所見者の減少に努める。

健診における拡張期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【男性】

全道（31.6%）と比較し、若干高い割合となっているので、市
町、関係団体等と連携し、引き続き有所見者の減少に努
める。

健診における拡張期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【女性】
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

実績数値

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

特定健診の受診率（国保）（％） 27.1 60.0 現状より増加
○特定健診保健指導法
定報告
（平成28年度）

28.0 26.9 27.0 28.1 未確定

22.1 60.0 現状より増加
○特定健診保健指導法
定報告
（平成28年度）

40.1 37.8 31.0 37.1 未確定

24.7 12.0以下 現状より減少
平成28年
国民生活基礎調査
［厚生労働省］

22.6 調査中止 データなし 20.1 データなし

55.8 50.2 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

48.0 50.5 未確定 未確定 未確定

47.3 42.7 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

37.4 39.2 未確定 未確定 未確定

25.4 20.5 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

30.8 32.0 未確定 未確定 未確定

15.3 11.3 現状より減少
市町村国保における
特定健診等結果状況
（平成23年度、平成28年度)

16.8 18.3 未確定 未確定 未確定

ア　予防対策の充実
　○　道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するとと
　　 もに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。
　○　高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者へ
　　の支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めます。
　○　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

○　世界禁煙デー、禁煙週間パネル展の開催。
○　禁煙相談の実施や「禁煙外来」等を実施している医療機関の情報提供。
○　きれいな空気の施設登録数の増加。（令和6年4月末時点で103施設）
○　特定健診及び特定保健指導について管内各市町の取組として、特定健診未
　受診者に対して受診勧奨を実施（はがき、医療機関受診時、電話等により）、ク
　ーポンの送付、インセンティブの提供、がん検診との併診、集団健診・特定保健
　指導の土日対応、特定保健指導対象者へ直接勧奨当により等の実施により受
　診率向上を図っている。

○　パネル展の開催等、受動喫煙防止に関する正しい知識と禁煙や生活
　習慣の見直しに向けた普及啓発に努める。
○　禁煙支援や受動喫煙を防止するための体制整備を推進する。
○　きれいな空気の施設登録を推進することにより受動喫煙の減少及び
　防止の意識を高めていく。
○　特定健診及び特定保健指導の受診率向上の取組を継続。
○　心疾患の発症予防、発症時の早期受診、再発予防を中心とした重症
　化予防について、周知・啓発等の取組みを継続する。

「南渡島地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　03  心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（R５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　医療連携体制の充実
　○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の各期
　　における医療機関及び関係団体の取組を促進します。
　○　急性期から回復期、再発予防まで切れ目なく適切な医療が提供できるよう、地域
　　連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏
　　域連携推進会議等を活用し、連携体制の充実を図ります。

〇　北海道医療計画推進のための医療機関名の取りまとめ
○　南渡島管内１医療機関において、札幌医科大学と連携したオンライン診療体
　制を構築中（心アミロイドーシスによる心不全対策）。
○　ICTの活用では、函館市における医療・介護連携情報共有ツールとして
 　「ID-Link」により患者情報等を共有している。

○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発
　予防の各期における医療機関及び関係団体の取組を促進を継続しま
　す。
○　ICTの活用により医療・介護の患者情報共有を円滑に行っていく。

ウ　疾病管理・再発予防
　○　慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐用能の改善及び心不全増悪や
　　再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種による
　　多面的・包括的なリハビリテーションの充実を図ります。
　○　慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共有すること
　　が重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療従事者や
　　介護関係者等への正しい知識の普及に努めます。

○　心不全に関する正しい知識の普及啓発を推進する。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和５年度の評価

特定健診受診率
特定保健指導実
施率（％）

徐々に受診率は上がっているものの、全
道値（29.7%）を若干下回っている。市町、
関係団体等と連携し、継続して受診率の
向上に努める。

特定保健指導の実施率（国保）（％）

徐々に受診率は上がっているものの、全
道値（39.5%）を下回っている。市町、関係
団体等と連携し、継続して実施率の向上
に努める。

－３－

喫煙率（全道）（％）*1
管内の状況として、年々減少傾向となって
いる。継続して喫煙者の減少に努める。

特定健診有所見
者割合（％）*2

健診における収縮期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【男性】

全道（44.5%）と比較し、高割合となってい
るので、市町、関係団体等と連携し、有所
見者の減少に努める。

健診における収縮期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【女性】

全道（33.8%）と比較し、高割合となってい
るので、市町、関係団体等と連携し、有所
見者の減少に努める。

健診における拡張期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【男性】

全道（31.6%）と比較し、若干高い割合と
なっているので、市町、関係団体等と連携
し、引き続き有所見者の減少に努める。

健診における拡張期血圧有所見者の割合
（国保：40～74歳）（％）　　　　　【女性】

全道（17.2%）と比較し、若干高い割合と
なっているので、市町、関係団体等と連携
し、有所見者の減少に努める。

＊１　各市町単位及び南渡島圏域単位でのデータ把握が困難なため、全道値を掲載

＊２　令和２年度の全道値が最新
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１ 主な取組の内容等

１ 推進状況及び評価２ 数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R２ R3 R4 R5

特定健診受診率（％） 27.1 60.0以上 現状より増加 28.0 27.8 28.9 30.3 -

特定保健指導実施率（％） 22.1 60.0以上 現状より増加 21.7 18.4 14.4 28.3 -

実施件数等 39 45 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（平成29年4月1日現在）

43 44 44 46 52

ア 予防対策の充実
 ○ 道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するとと
  もに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。
 ○ 糖尿病の発症リスクがある者に対しては、医療保険者等と連携して特定保健指
  導を実施し、生活習慣の改善が図られるよう支援します。

○ 世界糖尿病デー及び糖尿病週間パネル展による普及啓発。
○ 健康増進普及月間（９月）及び女性の健康週間（３月）パネル展による普及啓発。
○ 行政や医療機関、各団体における生活習慣の改善や糖尿病の発症、重症化を予防するため
 の講演会、健康教育、保健指導の実施及び広報誌等への掲載による普及啓発。
  【医療関係職能団体】
   ・講演会 13回（医師・医療関係者、団体会員、地域住民等）
   ・保健指導（健診センター）：国保 519名、協会けんぽ 444名
  【市町】
   ・講演会 4回（函館市234名、福島町 79名、知内町 53名）、健康まつりなどのイベン
    トでの啓発
   ・健康教育（糖尿病重症化予防教室や健康教室等での講話、運動療法の実践など）
   ・特定保健指導・特定健診集団説明会・保健指導等、温泉健康相談
   ・糖尿病重症化予防プログラムにて受診中断者への受診勧奨
   ・各市町広報での情報発信（生活習慣・ヘルシーレシピ等）

○ パネル展の開催等、糖尿病に関する正しい知識、予防対策に向けた普及啓発を進める。
○ 医療従事者等を対象とした糖尿病重症化予防対策に向けた講演会、シンポジウム等を開催する。
○ 管内市町における「南渡島圏域糖尿病重症化予防プログラム」の取組状況を把握するとともに、医療
 従事者等を対象としたプログラムの周知の機会を確保し、管内での取組促進を図る。
○ 地域・職域連携推進連絡会などの機会を活用し、関係団体と協働し、多様な主体による健康づくり及
 び生活習慣病予防対策を推進する。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況 【令和５年度】
 04  糖尿病の医療連携体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実 績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ 医療連携体制の充実
 ○ 発症予防、初期・安定期治療、専門治療、急性期合併症治療、慢性合併症治療
  の医療機能における医療機関及び関係団体の取組を促進します。
 ○ 道、市町村及び医療保険者、医療機関等は、糖尿病患者に対して継続治療の必
  要性等を啓発し、病状の悪化や合併症予防に努めます。
 ○ 発症予防から専門治療・慢性合併症治療まで切れ目なく適切な医療が提供でき
  るよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域連携クリ
  ティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏域
  連携推進会議等を活用し、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図ります。
  特に糖尿病医療機能を担う医療機関においては、糖尿病連携手帳が活用されるよ
  う普及啓発が必要です。

○ 南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議糖尿病対策専門部会の開催。
○ 糖尿病連携手帳の提示促進を図ることを目的とし、管内医療機関へ配布した資材（三角
 柱）について活用状況を把握するため活用状況調査を行った。

○ 重症化予防対策として出前講座等を実施し、市町や医療保険者における特定健診、特定保健指導の重
 要性を周知し、健診等実施率の向上に努める。
○ 糖尿病重症化予防対策に向けた講演会等を開催し、市町、医療機関、関係団体等と地域の課題、受療
 動向等を共有し医療連携の充実に努める。
○ 保健と医療の連携として「南渡島圏域糖尿病重症化予防プログラム」の周知の機会を確保し、管内で
 の取組（健診からの受診勧奨、医療機関からの保健指導依頼）推進を図る。
○ 医療機関（特に糖尿病医療機能を担う医療機関）における糖尿病連携手帳のさらなる普及啓発に努め
 る。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和５年度の評価
実績数値

－４－

体制整備

北海道国民健康保険団体連
合会「平成28年度市町村国
保における特定健診等結果
状況報告書」

圏域の特定健診受診率は、全道（44.1％）より低く、目標値に達して
いないため、市町、関係団体等と連携し、受診率の向上に努める。

圏域の特定保健指導実施率は、全道（18.7％）よりやや高い。R２・
３における実施率は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり低下
傾向となっていたがR４に函館市で実施率が大きく向上し、受診率が
向上傾向。引き続き市町、関係団体と連携し、保健指導実施率の向
上に努める。

特定地域連携クリティカルパスを導入している
医療機関（か所）

医療機関数は、年度毎に増加しており、目標値を達成した。引き続
き、医療機関、関係団体と連携し、「糖尿病連携手帳」等を用いた
クリティカルパスの普及啓発に努める。
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

体 制 整 備
道南圏　3
（全道　18）

29（全道） 現状維持
北海道保健福祉部調査
（平成29年4月現在）

道南圏　3 道南圏　3 道南圏　3 道南圏　3 道南圏　3

道南圏　49.6
（全道　59.4）

69（全道） 現状より増加
厚生労働省精神保健福祉
資料（平成27年度）

道南圏　ー
（全道　57.3）

道南圏　ー
（全道　42.5）

道南圏　ー
（全道　53.5）

道南圏　50.0
（全道　54.3）

道南圏　63.6
（全道　62.2）

道南圏　78.9
（全道　79.3）

84（全道） 現状より増加
厚生労働省精神保健福祉
資料（平成27年度）

道南圏　ー
（全道　72.6）

道南圏　ー
（全道　51.0）

道南圏　ー
（全道　66.3）

道南圏　71.5
（全道　67.6）

道南圏　75.8
（全道　77.1）

道南圏　87.8
（全道　87.2）

90（全道） 現状より増加
厚生労働省精神保健福祉
資料（平成27年度）

道南圏　ー
（全道　81.8）

道南圏　ー
（全道　59.0）

道南圏　ー
（全道　76.2）

道南圏　81.5
（全道　77.1）

道南圏　80.3
（全道　85.2）

※住民の健康状態等のうち、道南圏の数値は、圏域別の数値算出が不可となったため記載ができない（本庁から国へ確認済み）

　 なお、R４及びＲ５の道南圏の数値は、「医療保護入院」のみを対象として算出（対象医療機関の調査回答を根拠）

【住民の健康状態等】
　道担当部局や北海道立精神保健福祉センターの協力の下、一般科医療機
関から適切に精神科医療機関につなげるため、内科医等かかりつけ医を対象
とした研修などにより、連携体制の構築の促進に努めます。

○　道担当部局と連携し、内科等かかりつけ医を対象とした「うつ病対応力向上研修」
　等を始めとした研修会開催の参加募集等情報提供の実施。

○　継続した開催が望まれる。
○　多忙な対象者が参加しやすい、圏域単位での複数回の開催が望まれる。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　05　精神疾患の医療連携体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

【住民の健康状態等】
　保健所や市町村等身近な地域において当事者・家族の相談支援に従事す
る職員の専門性の向上を図るため、自殺対策、ひきこもり、依存症などの支援
に関する技術支援や研修を実施します。

○　自殺対策において「南渡島地域自殺未遂者支援地域検討会議」を開催し、関係
　機関との自殺未遂者支援の連携体制強化を図った。
○　依存症対策において「依存症支援者学習会」を開催し、管内の相談支援に従事
　する職員に対し依存症の基礎を学ぶ機会を提供した。

○　渡島保健所管内自殺予防対策地域連絡会議の開催等、自殺未遂者の支援体
　制強化をはじめとした総合的な自殺対策の充実について検討していく。
○　関係機関との連携体制（困難事例に関してのコンサルテーション等）の充実を
　目指す。

【住民の健康状態等】
　道担当部局や北海道立精神保健福祉センターの協力の下、一般科医療機
関に勤務するコメディカルスタッフや地域の相談機関職員等などを対象とした
適切な精神科医療へのつなぎ等の連携方法の習得のための研修会の開催な
ど、人材育成に努めます。

○　道担当部局と連携し、精神科医療機関及び一般科医療機関に勤務するコメディカ
　ルスタッフや地域の相談機関職員等などを対象とした研修会等の参加募集等情報
　提供の実施。

○　多忙な対象者が参加しやすい、圏域単位での複数回の開催が望まれる。
○　医療機関に対して対象者が参加しやすい環境づくりのため継続した情報提供
　を実施する。

認知症疾患医療センター（地域型・連携型）の整
備数（医療機関数）

現状維持

【住民の健康状態等】
　道担当部局や北海道立精神保健福祉センターの協力の下、精神科医師の
確保が困難な医療機関における精神科診療体制を確保するため、近隣医療
機関から定期的に精神科医師を派遣する地域精神医療確保対策事業の実施
を図ります。

〇　未実施 ○　精神科医師の確保が困難。
○　道南圏域に限らず全道的な精神科医師不足の解消が課題。

【住民の健康状態等】
　道担当部局や北海道立精神保健福祉センターの協力の下、「精神障がいに
も対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、精神障がいのある人が、
地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、既に圏域
ごとに設置している保健・医療・福祉関係者による協議の場を市町ごとにも設
置できるよう、広域での調整に努め、重層的な連携による支援体制の構築を
図ります。

○　その必要性の浸透を図るため、ポスターの掲出や啓発資材の提供。
○　道南ブロックにおける精神科医療体制に係る現状と課題を共有し、救急医療にお
　ける支援体制の構築を図ることを目的に精神科医療機関の実務者と保健所、函館
　市にて実務者会議を開催。精神科救急における対応について情報交換・検討を行
　い連携体制の強化を図った。

○　救急医療における適切な連携体制の整備について、精神科医療機関及び管
　内警察署との実務者会議等をとおし、圏域全体の支援体制の構築・強化を目指
　す。
○　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、管内市町
　が精神障害のある人の支援を行うにあたり、普及啓発、情報提供、支援体制の
　整備等の支援を行う。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

－５－

住 民 の
健 康 状 態 等

入院後３か月時点での退院率（％）
道南圏と全道を比較すると全道値を下回って
いるため、関係機関と連携し様々な取組みを
介して退院率の向上に努める

入院後６か月時点での退院率（％）
道南圏と全道を比較すると全道値をやや上
回っているものの、関係機関と連携し様々な
取組みを介して目標値の達成に努める

入院後１年時点での退院率（％）
圏域と全道を比較するに全道値をやや上
回っているものの、関係機関と連携し様々な
取組みを介して目標値の達成に努める
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

100 100 現状維持
初期救急体制の確保に関する調査
（R4）、各市町への聞き取り

100 100 100 100 100

実施 継続 現状維持
病院群輪番制に関する状況調査の結果
（令和４年度）（渡保企第4006号）

実施 実施 実施 実施 実施

1 1 現状維持 北海道医療計画 1 1 1 1 1

実施 継続 現状維持
令和５年度　第2回道南ドクターヘリ運航
調整委員会(渡保企第2800号報告)

実施 実施 実施 実施 実施

実施 継続 現状維持 保健所調査 実施 実施 実施 実施 実施

ア　初期救急医療体制の確保
　○　現在の初期救急医療体制を維持します。
　○　初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を強化します。

○　渡島医師会及び函館市医師会を中心とした在宅当番医制の実施。
   ・渡島医師会：福島・松前地区、北斗地区、七飯地区、森地区
   ・函館医師会：内科（3地区）、整形、外科、眼科など
○　函館市を中心とした函館市夜間急病センターの運営。
○　函館市、北斗市、七飯町（小児科）の在宅当番医の実施。

○  初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を推進し、現在の
　初期救急医療体制をに維持する。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　06　救急医療体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　二次救急医療体制の確保
　○　重症患者の救急医療を２４時間３６５日体制で確保するため、病院郡輪番制を維
　　持します。
　○　初期救急医療を二次救急医療機関が担っている状況を踏まえ、初期・二次医療
　　機関の医療機能の明確化と分担を促進するため、医療機関・消防機関等の関係
　　機関の連携に努めます。

○　函館市を中心とした病院群輪番制の維持。
   ・病院群輪番制参加病院 ： ９病院（令和5年10月1日現在）
○　救急告示医療機関 ： １４医療機関（令和5年10月1日現在）

○  初期、二次医療機関が担う役割分担の適正化のため医療機関、消防機関等の
   関係機関の連携に努め、現在の二次救急医療体制を維持する。

ウ　三次救急医療体制の確保
　○　市立函館病院救命救急センター機能を維持し、重篤・重症患者に対する救命医
　　療を確保します。

○　医療提供体制施設整備交付金（救命救急センター施設整備事業、ヘリポート周辺施設整備事業）の
　実施。
○　医療提供体制推進事業費補助金（救急患者退院コーディネーター事業）の実施。

○  市立函館病院救命救急センター機能を維持し、現在の三次救急医療体制を継
　続的に維持する。

エ　救急搬送体制の充実
　○　効果的な運航を図るため、運航状況の分析・検討・協議を関係機関と行うことに
　　 より、道南ドクターヘリが、より多くの出動要請に対応できるよう連携に努めます。
　○　関係機関と連携し、メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図
　　ります。

○　ドクターヘリ運航調整委員会の開催。（第1回：令和5年6月16日、第2回令和5年12月7 日）
○　道南圏メディカルコントロール協議会事務局(渡島総合振興局地域創生部地域政策課）主催の道南
　　圏メディカルコントロール協議会の開催。（令和6年2月26日開催：保健所参加）

○  ドクターヘリ運行調整委員会を定期的に開催し、救急搬送体制の充実に努め
　る。
○  関係機関との連携を継続し、病院前救護体制を維持する。

オ　住民への情報提供や普及啓発
　○　AEDの設置状況を把握するとともに、その使用方法を含む救急法等講習会を開
　　催するなど、その普及啓発に努めます。
　○　医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や救急車の適切な利用に関す
　　る普及啓発に努めます。
　○　救急医療機関、かかりつけ医、介護保険施設、精神科救急等、関係機関の連携
　　を図ります。

 
○　各市町及び消防機関等における救急法等講習会の実施。（4箇所、5回の実施）
○　「救急の日」ポスターの送付及び掲示。（各市町、医療機関、薬局）
○　各市町での広報誌、ホームページ掲載、パンフレットの配布による普及啓発を実施。
○　町において多職種の相互理解・連携強化の向上を図るため、医療・介護関係者参加 の研修会を実
　施。（七飯町）
○　医療・介護連携に係る急変時対応連携ルール検証のため、急性期病院と後方支援病院にたいして
　のヒアリング調査等オーバーナイト事例の検証を実施。また、医療・介護関係者向け急変時対応研修
　会を実施。（函館市）

○  救急法等講習会を実施するなど、救急法の普及啓発に努める。
○  ポスターやパンフレット等を用いた普及啓発を継続する。
○  関係機関と連携し、各市町の広報誌、ホームページなどによる普及啓発に務め
   る。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

－６－

救命救急センター数 目標値達成しているため、現状を維持する。

ドクターヘリの運行 目標値達成しているため、現状を維持する。

救急法等講習会の実施 目標達成しているため、現状を維持する。

体 制 整 備

初期救急医療の確保市町（９市町）の割合（％） 目標値を達成しているため、現状を維持する。

病院郡輪番制の実施 目標値達成しているため、現状を維持する。
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

1 1 現状維持 北海道医療計画 1 1 1 1 1

北海道DMAT指定医療機関数 2 2 現状維持 北海道医療計画 1 1 1 2 2

整備済 継続 現状維持 災害拠点病院から聞き取り 整備済 整備済 整備済 整備済 整備済

策定済 策定済 策定 災害拠点病院から聞き取り 策定済 策定済 策定済 策定済 策定済

策定済 策定済 策定 災害拠点病院から聞き取り 策定済 策定済 策定済 策定済 策定済

一部実施 実施 全施設での実施
EMISの入力訓練について（渡保企第3350
号）

－ 一部実施 － 一部実施 一部実施

ア　災害医療の連携体制の構築
　○　災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度な診療機能を確保し、被災地から
　　の患者の受入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療材料等を供給するとともに、応急用
　　資機材の貸出等により地域の医療機関を支援します。
　　　また、道の要請に基づき、救護班を派遣し、医療救護活動を行います。
　○　北海道DMAT指定医療機関は、道の要請に基づきDMATを被災地に派遣し、「患者を近隣・広域
　　へ搬送する際における必要な観察・処置」、「被災地内の病院における支援」、「被災地内における
　　トリアージや救命処置」等を行います。
　○　渡島総合振興局や市町は、被災者のニーズ等に的確に対応したメンタルヘルスケアを含む健康
　　管理を行うため、保健師、栄養士等による保健指導及び栄養指導を実施します。
　○　地域において医療救護班の配置調整や医薬品の供給調整などを行い、災害発生時に迅速かつ
　　的確な医療救護活動を実施できるよう、医師会等医療関係者、病院、各市町、振興局からなる「地
　　域災害医療対策会議」を設置し、災害発生時に必要な協議・調整を行います。
　○　南渡島圏域が被災地になったときに、地域の病院、診療所そして薬局等が協力して災害急性期
　　において最大限の医療が提供できるようにするため、道の災害想定などの情報を共有しながら、圏
　　域としてどのように関係機関や関係団体が連携体制を構築していくべきかについて検討する気運の
　　醸成を図ります。

○能登半島地震の被災者支援に係るDMATの派遣。
　　・市立函館病院、
　　・函館五稜郭病院

○　「地域災害医療対策会議」運営に係る名簿の定期的な更新。（令和5年7月20日更新）
    構成員：4医療機関、6関係団体、12行政機関
　

○　道の要請に基づき、救護班、DMATを派遣し医療救護活動を行う。
○　地域において、災害時に迅速かつ的買うな医療救護班活動が実施できるよう医
　師会等医療関係者、病院、各市町、振興局からなる「地域災害医療対策会議」が開
　催できるよう、運営に係る名簿の定期的な更新を行い会議の設置を維持する。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　07　災害医療体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　災害拠点病院の強化
　○　災害拠点病院の連携強化や情報共有を図るため、道が開催する災害拠点病院等連絡協議会に
　　参加します。
　○　各災害拠点病院における定期的な訓練や各種研修等への受講を促し、体制の強化に努めます。

○　多数傷病者受け入れ訓練の実施、北海道ブロック訓練、函館空港訓練、衛生電話訓練への参加、
　市立室蘭総合病院における机上訓練及び多数傷病者訓練視察、東北ブロック訓練参観、広域搬送
　実施研修、EMIS研修会、日本DMAT隊員養成研修、技能維持研修、北海道災害医療従事者研修な
　どへの参加。

○　災害拠点病院における訓練の実施や各種研修等へ参加し体制の強化に努め
　る。

ウ　災害派遣医療チーム（DMAT)の整備
　○　DMATについて、研修参加による人材育成や定期的な訓練等を行うことで、技能の維持に努め
　　ます。

○　日本DMAT隊員養成研修、統括DMAT研修、函館市防災フェスタ2023、北海道DMAT実働訓練、災
　害時通信訓練（衛生携帯電話）、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震発生時の北海道太平洋沿岸
　地域（渡島・胆振・日高）におけるDHCoS等への参加。

○　DMAT隊を擁する病院における研修参加及び訓練を実施し技能の維持に努
　める。

エ　広域災害・救急医療情報システム（EMIS)の活用
　○　災害時におけるEMISの円滑な運用が重要であることから、入力に関する研修会を関係機関等
　　と実施するとともに、各病院における定期的な入力訓練の実施を促進します。

〇　南渡島圏域における病院、有床診療所を対象にEMIS入力訓練の実施。（令和6年3月5日～6日） ○　引き続きEMIS入力訓練の圏域内全病院の参加を促す。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

体 制 整 備

災害拠点病院の整備 目標値を達成しているため、現状を維持する。

目標値を達成しているため、現状を維持する。

災害拠点病院における耐震化整備 目標値を達成しているため、現状を維持する。

－７－

体 制 整 備

災害拠点病院における業務継続計画（BCP）の策定 目標値を達成しているため、現状を維持する。

災害拠点病院における防災マニュアルの策定 目標値を達成しているため、現状を維持する。

圏域内全病院におけるEMIS操作を含む研修・訓練の実施割合 全施設での実施を目指す。
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

1 1 現状維持 渡島保健所調べ 1 1 1 1 1

1 1 現状維持 渡島保健所調べ 1 1 1 1 1

ア　へき地における保健指導
　　市町や最寄りのへき地診療所等との連携のもと、住民の保健衛生状態を十分把握し、計
　画的に地区の実情に即した保健指導を行います。

○　精神疾患患者、難病疾患患者など住民の保健衛生状況を把握し、市町とも連携
　しながら必要に応じて保健指導を実施。

○市町等と連携し地区の実情に応じて保健指導の確保等に努める。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】
　08　へき地医療体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　へき地における診療の機能
　○　へき地診療所等の施設・設備の整備費や運営費に対して、支援を受けられるよう助言し
　　ます。
　○　へき地診療所と地方・地域センター病院等との連携を強化するとともに、（財）北海道地
　　域医療振興財団のドクターバンクなどの医師派遣事業等により、診療機能確保に必要な
　　常勤医、代診医の確保ができるよう助言します。
　○　へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を担うことから、
　　道は、医育大学、北海道医師会等の関係団体などとの連携の下、総合診療医の確保・活
　　用に取り組みます。
　○　町が患者輸送車等を整備する事業に対して支援を受けられるよう助言し、搬送体制を
　　維持確保できるようにします。

○　離島等特別地域病院である松前町立松前病院及び社会医療法人が開設する医
　療機関において、町立江良診療所、知内町湯の里診療所及び椴法華クリニックへ
　医師の派遣を行っている。
○　へき地診療所に対し「へき地医療現況調査」を実施し状況を把握。
○　各市町への医療施設運営費等補助金（へき地医療関係）の交付申請の周知。

○　へき地診療所の状況を把握し、施設・設備の整備や運営に対し支援が受けら
　れるよう努める。
○　派遣元の医療機関において、へき地診療所である町立江良診療所、知内町
　湯の里診療所及び椴法華クリニックへの医師確保に努める。

ウ　へき地の診療を支援する医療の機能
　○　へき地医療従事者を対象とした研修会の開催等、地域センター病院が行うへき地医療
　　支援活動に対して支援します。
　○　遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器等の整備を行うへ
　　き地医療拠点病院などに対して支援します。
　○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師
　　や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医
　　師派遣事業等により、へき地の診療を支援する医師の確保を図ります。
　○　へき地医療を行う社会医療法人の認定要件である医師派遣の実績については、へき
　　地診療所への派遣のほか、平成27年4月からは、へき地医療拠点病院への医師派遣実
　　績が要件に加えられましたが、今後、へき地医療を担う中核的な病院等に対する医師派
　　遣実績についても要件に加えるよう、国に対して要望を行います。

○　地域医療センターによる医師派遣希望調査の実施。（函館市立、市内公的医療
　機関、管内公的病院及び診療所設置市町）
○　北海道医療対策協議会における医師派遣調整希望調査の実施。（函館市病院
　及び診療所、管内町立病院及び町立診療所）
○　地域センター病院である市立函館病院へ北海道大学より脳神経内科の医師が
　１名が派遣。
○　地域センター病院である市立函館病院において、へき地医療従事者を含めた職
　員を対象に道南圏を対象とした各演題で10回程度の研修会等を開催。
○　国の施策及び予算に関する提案・要望において、「へき地医療を担う社会医療
　法人の認定要件の見直し」について要望。

○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒
　業医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、
　緊急臨時的医師派遣事業等により、へき地の診療所を支援する医師の確保を図
　る。

－８－

 エ　行政機関等によるへき地医療の支援
　○　北海道へき地医療支援機構について、北海道地域医師連携支援センターとのより緊密
　　な連携を進め、へき地医療体制の確保に向けた総合的な企画・調整を行います。
　○　道は、北海道のホームページを活用し、道内の地域医療の現状や地域医療を確保する
　　ための対策などについて紹介します。

○　道のホームページにおける北海道の医師確保対策について「北海道地域医師連
　携支援センター」の取り組み等掲載。
○　医師偏在の是正を目指し様々な医師確保対策に取り組むとして「医師確保計画」
　の掲載。

○　行政機関におけるへき地医療の支援等に努める。

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

体 制 整 備

地域センター病院の整備 現状維持

地域センター病院の整備 現状維持
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

9.0
全道平均値
(8.5)以上

現状値が全道平
均値を上回ってい
るため現状の維持
をめざす

「北海道周産期
医療システム整
備計画」

9.0 9.0 11.2 11.6 8.6

1 1 現状維持 1 1 1 1 1

1 1 現状維持 1 1 1 1 1

ア　総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター等の施
  策
○　第三次医療圏内において、ハイリスク児やハイリスク分娩などに対応でき
　るよう、総合周産期母子医療センターに優先的かつ重点的に産婦人科医を
　確保することなどにより、機能の維持管理を図ります。
○　第二次医療圏内において、ハイリスク分娩などに対応する地域周産期母
　子医療センターに対し、産婦人科医師の複数配置などを行い、産婦人科医
　師の優先的かつ重点的確保を図ります。
○　産婦人科医師の複数配置については、三医育大学などの協力のもと、医
　師の派遣を受けながら、地域の医療資源を最大限活用し、優先的かつ重点
　的に行います。
○　産婦人科医師の勤務環境の改善を促し、産婦人科医師の増員を図るとと
　もに、より身近なところで安心して出産できる環境の整備を目指します。

〇　関係各機関との調整、情報交換等の実施 ○　少子化に伴う産婦人科医の減少及び医師の偏在化、地域に医育大学がない
　ことなどが原因で、産婦人科医師の確保が困難になりつつあること。
〇　関係各機関との連携、調整を図ることにより問題点の改善に努める。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】
　09　周産期医療体制

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　救急搬送体制等の整備
　北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活
用し、妊産婦や新生児のスムーズな周産期医療センターへの救急搬送体制
の確保に取り組みます。

〇　関係各機関との調整、情報交換等の実施 〇　周産期母子医療センターをはじめとした地域内の産婦人科医療機関が函館市
　内に偏在しており、函館市からの遠隔地については救急搬送体制の対応に困難
　が生じている。
〇　函館市及び渡島医師会、管内各消防本部等との協議・調整により緊急体制の
　整備推進を図る。

ウ　助産師外来の開設等の取組
　身近なところに産科婦人科医療機関がない地域における妊産婦の負担軽
減につなげるために、医療機関や関係団体と連携を図るとともに、助産師を
対象とした能力向上研修の実施や院内助産所・助産外来施設整備事業等を
活用しながら、助産師外来や院内助産所の設置に向けて努力します。

〇　関係各機関との調整、情報交換等の実施 〇　助産師が函館市に偏在しており、函館市以外の市町における人材の確保が難
　しいこと。
〇　関係機関の連携、調整を図ることにより問題点の改善に努める。

地域周産期母子医療センター(認定)
【二次医療圏】
医療機関名　市立函館病院(区分 : 地域)

現状維持

※実績数値は、道ＨＰ掲載の振興局市区町村別年齢５歳階級別人口【地域行政局市町村課調べ】から算出

-9-

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

体 制 整 備

分娩を取り扱う医療機関数（7か所）
15歳～49歳女性10万人当たり（※）

現状値(8.6)が全道平均値(8.5以
上)を上回っており、今後も全道
平均値以上を維持できるよう努
める

総合周産期母子医療センター(指定)
【三次医療圏】
医療機関名　函館中央病院 (区分 : 総合)

現状維持
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１　主な取組の内容等

２　数値目標等

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R1 R2 R3 R4 R5

確保済 継続 現状維持 北海道医療計画 確保済 確保済 確保済 確保済 確保済

確保済 継続 現状維持 北海道医療計画 確保好 確保済 確保好 確保済 確保済

ア　相談支援体制等
　○　消防機関等と協力してＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。
　○　小児救急電話相談事業や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関へ
　　の適正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療についての啓発に努めます。

○　市町及び消防機関等がＡＥＤを含めた救急法等講習会を実施。（4箇所、5回の
　実施）
○　「救急の日」ポスターの送付及び掲示。（各市町、医療機関、薬局）
○　各市町での広報誌、ホームページ掲載、パンフレットの配布による普及啓発の
　実施。
○　小児救急電話相談事業について道ホームページに掲載。

○　AEDを含めた救急法講習会を実施、住民が救急についての正しい知識を取得
　できるよう努める。
○　医療機関への適正な受診等に関する啓発を継続する。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】

　10　小児医療体制（小児救急医療を含む）

数値目標等を達成するための施策・取組み 実　績（令和５年度の取組内容） 課題及び今後の方向性

イ　一般の小児医療及び初期小児救急医療体制
　　小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましいことから、
　道が行う「小児救急医療地域研修事業」への参加を促し、一般の小児医療及び初期小児救
　急医療を担う病院・診療所の維持や確保に努めます。

○　渡島医師会及び函館医師会を中心とした在宅当番医制の実施。
　　・　渡島医師会：福島・松前地区、北斗地区、七飯地区、森地区
　　・　函館市医師会：内科（3地区）、整形、外科、眼科など
○　函館市を中心とした函館市夜間急病センターの運営。
○　函館市、北斗市、七飯町（小児科）の在宅当番医の実施。
○　１１月に函館市内において、北海道小児救急医療地域研修会開催。

○　一般の小児医療及び初期救急医療体制の維持確保に努める。
○　初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を推進し、現在
　の初期救急体制を維持する。

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制
　○　小児医療の中核的な医療機関として、第二次医療圏ごとに選定されている「北海道小児
　　地域医療センター」又は「北海道小児地域支援病院」における、専門医療及び入院を要する
　　小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制について、関係機関と連携し維
    持確保、充実に努めます。
　○　小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、地域の開
　　業医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制の構築に努めます。

○　函館市が中心となり、市立函館病院、函館中央病院、共愛会病院,、五稜郭病院
　の４病院が輪番により、休日及び夜間における小児の二次救急医療に対応。

○　小児専門医療を提供できる体制の確保等に努める。

エ　小児高度専門医療の提供
　　総合周産期母子医療センターにおいて、関係機関と連携し小児高度専門医療を提供できる
　体制を確保し充実に努めます。

○　極小未熟児などの今後の療育・養育を含めたフォローを行っていくため、総合周
　産期母子センターである函館中央病院NICUの看護師と各市町保健師とで情報共
　有等を行う未熟児連絡会議を開催。

○　小児高度専門医療を提供できる体制の確保等に努める。

オ　療養・療育支援体制の確保
　　発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短期入所
　等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、関係機関等と連携して地域生
　活を支援する体制の確保に努めます。

○　総合周産期母子センターの函館中央病院NICU看護師と各市町保健師とで情報
　共有等を行う未熟児連絡会議の開催。

○　療養・療育支援体制の維持等に努める。

カ　小児在宅医療の提供体制の確保
　　小児在宅医療の担い手を育成するため、関係機関と連携し医師・看護師等の医療従事者に
　対する普及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療養中の小児の状態が急変した
　際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担う医療機関と後方支援を担う医療機関との
　連携体制の構築や北海道立子ども総合医療・療育センター等における小児高度専門医療を提
　供する体制の確保に努めます。
　　また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、関係機関等と協力して保
　健・医療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。

○　函館中央病院において、医療的ケア児に関わる職員などを対象に定期的に研修
　会を開催。
○　函館中央病院に通院する在宅の障害児に対し、町（松前町）の保健師と訪問看
　護ステーション看護師が情報共有・連携しながら在宅におけるケアを実施。

○　小児在宅医療の提供体制の維持確保」に努める。

キ　災害時を見据えた小児医療体制
　　災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、関係機関と協力し災害拠点病院
　や地域の中核的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害時における小児医療体制の
　構築に努めます。

○　南渡島圏域における病院、有床診療所を対象にEMIS入力訓練を実施。
　　（令和6年3月5日～6日）

○　災害時を見据えた小児医療体制の維持確保等に努める。

－１０－

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

令和5年度の評価
実績数値

体 制 整 備

小児二次救急医療体制が確保されている 現状維持

北海道小児地域医療センター、北海道小児地域支援病院による提供
体制が確保されている

現状維持
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「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和５年度】
１１　在宅医療の提供体制

１　主な取組の内容等

取組の内容 実　　　　績（Ｒ５年度） 課題及び今後の方向性

○地域における連携体制の構築
　・　市町村単位での在宅医療の連携構築を目指し、退院支援から日常の療
   養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提供体制の構築を図りま
   す。
　・　在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事業所、在宅療養後方支援病
　　院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等相互の連携体制の構
　　築に努めます。
　・　在宅医療を担う人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。
　・　医療と介護の連携を図るため、情報共有ツール作成などの取組を促進
　　します。
　・　住まいの確保等住宅施策と介護サービス等福祉施策の連携に努めま
　　す。
　・　ＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワークを促進します。

【保健所・社会福祉課】
○在宅医療専門部会　３回開催（うち２回は書面開催）
○南渡島圏域看護連携推進検討会議開催　１回
○地域包括支援センター意見交換会（社会福祉課）　１回
○多職種合同研修　　1回（63名出席）
○在宅医療・介護に関する意見交換会　１回（53名出席）
○医療介護連携状況の聞き取り（西部３町、函館市医療・介護連携支援センター）　各１回
【管内市町】
○地域ケア会議開催
○在宅医療・介護連携コーディネーター養成研修（北斗市）　２回（３名出席）
○医療機関との退院調整等に係る連携（鹿部町：26回）
○他機関主催の在宅医療、多職種連携にかかる研修会への出席
【函館市・函館市内地域包括支援センター】
○函館市医療・介護連携支援協議会　　２回
○地域ケア会議開催（各地域包括支援センター）
○地域住民を対象とした健康講座の開催
【関係機関】
○ほくと・ななえ医療・介護連携支援センター
　 多職種対象とした研修会の開催　８回（うち２回動画配信）
○函館市医療・介護連携支援センター
   連携体制構築に係る会議　30回
   多職種連携に係る研修会　９回
　 （相互理解促進２回、看取り２回、看取り＆連携強化１回、入退院支援３回　急変時対応１回）
　函館医療・介護連携サマリー応用ツール⑱「本人の意向を尊重した意思決定支援のための情報」追加
○道南訪問看護ステーション連絡協議会：在宅ケア研究会への世話人として協力
【道南Medika】R6.4..24現在
○ID-Link：管内加入施設数215
　 市町別内訳：函館市172、松前町１、福島町４、知内町４、木古内町７、北斗市13、七飯町９、森町５

【課題】
・　函館市医療・介護連携支援センター及びほくと・ななえ医療・介護連携支援センター
　の対象地域では、研修等を通じ退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、看
　取りまでの継続した連携体制の構築に係る取組は進んでいるが、その他の地域（渡
　島西部、渡島東部の一部）では町内の関係職種による連携を進めているものの、継
　続した取組までには至っていない。
・　ICTの活用を活用した患者情報情報の体制に関しては地域差が見られている。
【今後の方向性】
・　会議や研修の機会を活用し、市町単位での連携構築だけでなく、医療連携圏域（在
　宅医療圏）単位による連携体制の構築に努める。
・　また、函館市医療・介護連携支援センター、ほくと・ななえ医療・介護連携支援セン
　ターとも適宜連携し、体制整備に努める。
・　研修等を開催し、在宅医療に従事する関係職種の人材育成や多職種協働の促進
　に努める。
・　ICTの活用等による情報共有の取組が進んでいない地域に、情報提供等を行い取
　組の推進を図る。

 【保健所】
○多職種合同研修　１回
【管内の状況】
○在宅療養支援診療所　28施設（函館市22、北斗市、福島町、七飯町、森町）
○在宅療養支援病院　　　８施設（函館市５、松前町、木古内町、森町）
○在宅療養支援歯科診療所　23（函館市18、北斗市３、森町）
○24時間対応の訪問看護ステーション　53ヶ所（函館市　39、北斗市５、七飯町５、森町４）
○在宅患者調剤加算届出薬局　68ヶ所（函館市57、北斗市４、松前町、七飯町４、鹿部町、森町）

【課題】
・　在宅療養支援歯科診療所は函館市内に集中し、西部地域には登録がなく、地域偏
　在が大きい。
・　訪問看護ステー-ションについては、未設置地域はあるものの、他地域の事業所か
　らのサービスは得られているが、西部地域には24時間対応のステーションの設置が
　ない。
・　在宅患者調剤加算を算定している薬局がない地域がある。
・　これらのことから、在宅医療を支えるサービス内容について地域的な偏りがみられ
　る。
【今後の方向性】
・　在宅医療を必要とする患者や家族のニーズ等について把握に努め、得られた情報
　を在宅医療を担う関係機関等と共有を図り体制整備に努める。

○緩和ケア体制の整備
　・　住民や関係者が在宅緩和ケアについての理解が深まるよう知識や情報
　　の普及に努めます。
　・　在宅緩和ケアが推進されるよう、緩和ケア病床を有する医療機関や在
　 宅療養支援診療所等の関係者の連携を促進します。
　・　医師、看護師等の従事者に対する研修を実施するとともに在宅療養患
　 者に対する相談支援体制等の整備に努めます。
　・　医療用麻薬の適正使用を推進するため、各種研修会を通じて、薬局に
　 おける医療用麻薬の適切な服薬管理が行われるよう支援します。
　・　薬局から医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅療養中の患者に提供され
　 るよう、地域単位での麻薬在庫情報の共有を進め、薬局間での融通など、
　 円滑な供給を図ります。

【保健所】
　未実施
【関係機関】
○北海道看護協会　道南支部
　 緩和ケアに関する施設間交流事業　実施
　　→協力施設２（病院：５名参加、訪問看護ステーション：４名参加）
○道南訪問看護ステーション連絡協議会
　 南渡島地域包括緩和ケアネットワークへ協力
○麻薬免許を有する薬局　渡島管内36（渡島管内各町に設置あり、函館市内の薬局数は未把握）

【課題】
・　医療職を対象に研修が開催されているが、地域住民に対する緩和ケアに関する普
　及啓発は行われていない。
【今後の方向性】
・　住民に在宅緩和ケアについての理解が深まるよう、知識の普及や情報提供に努め
　る。
・　関係機関が行う事業を活用するとともに、支援関係者の緩和ケアについての研修
　等を通じて、理解が深まるよう努める。
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取組の内容 実　　　　績（Ｒ５年度） 課題及び今後の方向性

○在宅栄養指導、口腔ケア体制の充実
　在宅における栄養管理や歯・口腔機能の維持、専門的な口腔ケアの充実に
努めます。

【保健所・社会福祉課】
○地域包括支援センター意見交換会（社会福祉課）　１回
　 管内の口腔ケアに関する事業等の取組にかかる実態把握
【管内市町】
○北斗市　脳と口腔ケアの関連について研修会　１回（56名出席）
【関係機関】
○道南圏域在宅歯科医療連携室・歯科医師会　１回
○函館歯科医師会　介護士口腔ケア実地研修　３施設23回（実31延103名）

【課題】
・　訪問栄養指導を実施している医療機関はあるが、地域住民や支援関係者の理解
　が進んでいない
・　函館市以外では、歯科医師数が少なく、業務も多忙であるため、在宅の口腔ケア
　に歯科医師の参画を得ることが難しい。
【今後の方向性】
・　在宅栄養指導については、研修会等を活用し、地域の関係者が、栄養指導につい
　ての理解を高めることができるよう働きかける。
・　口腔ケアについては、歯科医師会の事業の活用を促す他、既存の会議や研修を活
　用し口腔ケアの必要性について理解を深められるよう努める。

○訪問看護の質の向上
　他の専門職種と連絡・調整し、生活の質を確保しながら支援を行うため、研
修の実施等を通じ訪問看護を行う看護職員の確保と質の向上を図ります。

【保健所】
○多職種合同研修開催　１回（63名出席）
○在宅医療・介護に関する意見交換会　１回（53名出席）
【関係機関】
○道南訪問看護ステーション連絡協議会 （加入事業所　２１ヶ所）
　  ・事業評価研修会開催　１回
　  ・定例会議　　　　　　　毎月１回開催

【課題】
・　多職種連携を重点としたため、訪問看護の質の向上に特化した研修は未実施であ
　る。
・　連絡協議会が月1回定例開催され、事例検討や情報共有がされているが、圏域内
　の全訪問看護ステーションが加入されていない。
【今後の方向性】
・　各種会議、研修機会、看護協会、訪問看護ステーション連絡協議会などの関係団
　体と連携を図る。
・　保健所主催、南渡島圏域看護連携推進検討会議において、地域の看護職員と検
　討を進めていく。
・　多職種合同研修において、訪問看護の支援報告などを取り入れることで、訪問看
　護の役割を関係者への認識を高めるとともに、訪問看護師の支援の質の向上を図
　るよう努める。

○訪問薬剤管理指導の推進
　・　在宅療養中の患者が適正な服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬
　 手帳」の普及を図ります。
　・　「健康サポート薬局」などの薬局薬剤師に対する各種研修会を通じ、薬局
　 間や関係機関との連携・協力による薬剤管理指導を促し、在宅医療の取組
　　の充実に努めます。

【保健所】
○多職種合同研修開催　１回
　 薬局薬剤師の訪問薬剤管理に関する実践報告を実施
○健康サポート薬局　北斗市１カ所、函館市内４カ所（R5年9月末現在）

【課題】
・　研修等で、地域の関係職種と連携しながら薬剤師が訪問支援の取り組み例につい
　て話されるが、健康サポート薬局の登録数は少なく、また設置のある地域が限定さ
　れている。
【今後の方向性】
・　在宅療養中の患者が適性に服薬できるよう、今後も研修の機会を活用し、地域の
　関係者との連携促進を図るよう努める。
・　適正な服薬管理のツールとしてお薬手帳の活用についても検討する。

○住民に対する在宅医療の理解の促進
　・　かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、
　 訪問看護、訪問リハビリテーションや栄養指導の役割などについて、住民
   に対する普及啓発や情報提供を行います。
　・　日頃から、急変時や人生の最終段階における医療について医療従事者
   や家族と話し合うことなどについて、住民への普及啓発に努めるとともに、
   医療従事者や介護関係者間で患者の意思等が共有できる体制構築に努
   めます。

【管内市町】
○鹿部町：HARPに委託し作業療法士と同行訪問を実施実１延３
○松前町：ホームページを活用して在宅医療・介護連携支援室について紹介
○七飯町：人生会議について（権利擁護普及啓発講演会）
【関係機関】
○函館市医療・介護連携支援センター
　 在宅看取り冊子作成
　 地域住民対象の研修会　12回開催
　 内容：人生会議、医療・介護連携、介護保険制度、在宅医療、ACPについて等
○ACPにかかる研修会（E-field研修）：厚生労働省委託事業

【課題】
・　在宅医療の提供体制推進については、支援関係者に対する研修は定期的に開催
　されているが、地域住民を対象とした研修は開催されていない。
・　ACPについては、医療従事者の中でも理解が十分ではないため、医療従事者や介
　護従事者への正しい理解を高めていくことが必要。また、地域住民への理解を高め
　ることも必要である。
　【今後の方向性】
・　管内市町や函館市医療・介護連携支援センター、ほくと・ななえ医療・介護連携支
　援センターなどと連携し、在宅医療の理解促進にかかる情報提供等を行い、普及啓
　発を進めていく。

○災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築
　在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けられるよう、住民に対し、避難
行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の意義について普及啓発するとと
もに、市町、医療機関等の関係機関・関係団体との連携を図ります。

【保健所】
○地域保健関係職員研修：自治体職員対象、災害対策に関する研修会　１回
○媒体：保健所保健師が、管内地域の神経難病患者に対し「もしもシート｡｡｡」を活用し、患者・家族への普及啓発
　 の実施。
【管内市町】
○七飯町：社会福祉協議会が命のバトン作成（お薬手帳のコピーを収納）
   七飯町：BCP作成について関係者へ講義を実施
【関係機関】
○道南訪問看護ステーション連絡協議会：災害時BCP研修　16事業所出席

【課題】
・　保健所は、管内市町職員を対象に、個別避難計画作成にかかる取組の促進や避
　難所運営にかかる情報提供を行っている。医療機関をはじめとした関係団体との連
　携については、未着手である。
・　神経難病患者に対して、災害発生時の避難行動や医療を継続できるためのお薬
　手帳の携帯に取組の必要性等を説明しているが、説明対象が限定されている。
　【今後の方向性】
・　在宅療養者が発災時においても、避難や治療継続に係る必要な支援が得られる
　よう、既存の研修や会議等を活用し、管内市町や支援関係者へ働きかけていく。

-１２-



現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） H30 H31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

22.5 29 現状より増加 平成28年度NDB 21.7 21.3 18.5
統計データや関係機関等からの現状把握を継続していくことが
必要

8 増加
設置のない地域が

あるため
北海道保健福祉部調査
（平成30年4月現在）

4 5 7 9
統計データや関係機関等からの現状把握を継続していくことが
必要

15 現状維持 既に全道以上 平成28年度NDB 2 16 20 連携強化に努めるとともに、現状把握が必要である

2 現状維持 既に全道以上
北海道保健福祉部調査
（平成30年4月現在）

2 1 1 1 連携強化に努めるとともに、現状把握が必要である

26 現状維持 既に全道以上 平成28年度NDB 13 未確定 連携強化に努めるとともに、現状把握が必要である

23 増加
設置のない地域が

あるため
平成28年度NDB － － 37 37 43 53 現状把握が必要である

69 現状維持 既に全道以上 平成28年度NDB － － 17 18

２１
（在宅療養支
援歯科診療

所）

23
（在宅療養支
援歯科診療

所）

現状把握が必要である

－ 増加 平成30年度NDB － － － － 現状把握が必要である

13 増加
全道平均以下のた

め
平成28年度NDB － － 56

60
（在宅患者調
剤加算薬局

数）

65 現状把握が必要である

554.2 現状維持
既に全国平均(476.1)

以上
平成28年度NDB 546.4 575.5 596.2 未確定 未確定 住民に対する知識の普及を進めていくことが必要である

在宅死亡率（％） 12.5 増加
全国平均(19.9)を目

指す
平成28年人口動態調査
〔厚生労働省〕

11.4 14.1 14.9 18.5 未確定 未確定 住民に対する知識の普及を進めていくことが必要である

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 実績数値

令和５年度の評価

2　推進状況及び評価

体 制 整 備

訪問診療を実施している医療機関数（人口10万
人対）（医療機関数）

機能強化型の在宅療養支援診療所と病院の設
置数

機能 ごと の体 制等

退院支援を実施している医療機関数

在宅療養後方支援病院の設置数

在宅看取りを実施する診療所・病院数

住民の健康状態等

－１３－

多職種の取組確保
等

24時間体制の訪問看護ステーション数

歯科訪問診療を実施している診療所数

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院
数

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施
している薬局数

実施件数等
訪問診療を受けた患者数〔1ヶ月当たり〕（人口
10万人対）（人）


